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２ 各種指標から見る滋賀県財政  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○経常収支比率 

人件費や公債費、扶助費などの毎年度経常的

に支出される経費に、県税や普通交付税など毎

年度経常的に収入される使途の特定されない財

源がどれだけ使われているかを示す割合で、社

会や経済の変動などに伴う臨時的な行政需要に

どれだけ柔軟に対応できるかを見ることができ、

比率が低いほど財政構造の弾力性が高いことを

示しています。 

 

○公債費負担比率 

借入金である県債の返済（公債費）に使われ

た一般財源の一般財源総額に占める割合を示す

もので、その負担の程度や財政構造の弾力性を

見ることができます。この比率が高い場合は、

使途が特定されず自由に使える財源の多くが借

入金の返済に充てられていることとなり、その

他の事業に使える財源が少ないことを示してい

ます。 

一般的には、財政運営上、15％が警戒ライ

ン、20％が危険ラインとされています。 

 

 

 

公債費負担比率の推移
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一般財源とは 

 県税や地方交付税のように、使途が特定

されず、どのような経費にも使用すること

ができる財源です。 

 一方、国庫支出金のように、使途が決ま

っている財源を「特定財源」といいます。 

説 明 

経常収支比率の推移

83.3

86.1

93.2

83.6

88.1
89.1

91.8

95.5 95.7
96.4

89.3
90.5

93.5

90.8
92.5 92.6 92.6

94.7 93.9

95.9

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21

（年度）

（％）

滋 賀 県
全国平均

（注）　全国平均は、東京都を含む加重平均です。

≪平成2１年度普通会計決算による財政指標≫ 

滋賀県    全国平均   

経常収支比率                9６.４％       9５.9% 

公債費負担比率            2０.８％    1８.８% 

実質公債費比率            1４.７％    1３.０% 

財政力指数                 0.6１７     0.51６ 



- 10 - 

○実質公債費比率 

県税や普通交付税など使途が特定されてお

らず、毎年度経常的に収入される一般財源の

標準規模に対して、公債費や公営企業債に対

する繰出金などの実質的な公債費相当額（普

通交付税が措置されるものを除く）が、どの

程度の割合を占めているかを示すもので、過

去３カ年の平均値で表します。これは、平成

18 年度から地方債の発行に際して、協議制

度が導入され、その基準として設けられたも

ので、この比率が 18％以上の団体は、地方

債の発行に際しては国の許可が必要となり、

また 25％以上の団体は地方債の発行が制限

されます。 

また、平成 20 年度決算からは、25％以

上の団体は「財政健全化計画」を、35％以

上の団体は「財政再生計画」を作成し、財政 

の健全化を図ることとなりました。 

 

○財政力指数 

平均的な水準で行政を行う場合に必要と考

えられる経費に対して、その団体が標準的に

収入できると考えられる税収等がどれだけあ

るかを示した割合で、過去３カ年の平均値で

表します。 

 

（参考） 

経常経費充当一般財源の額 
経常収支比率 ＝ 

経常一般財源＋臨時財政対策債＋減収補債特例分 
× 100（%） 

公債費充当一般財源の額
公債費負担比率 ＝ 

一般財源総額 
× 100（%） 

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）
実質公債費比率 ＝ （ 

Ｅ－Ｄ 
の３カ年分合計）× １／３ × 100（%）

        Ａ ＝  元利償還金（次の①～⑤を除く。①公営企業債の元利償還金、②繰上償還を行ったもの、③借換債を財源とし 

て償還を行ったもの、④満期一括償還方式の場合の元金償還金、⑤利子支払金のうち減債基金の運用利子等を 

財源とするもの。） 

 Ｂ ＝ 元利償還金に準ずるもの（準元利償還金） 

※ 「準元利償還金」とは、①満期一括償還方式の場合の１年当たりの元金償還金相当額、②公営企業債の元 

利償還金に対する一般会計等からの繰出金、③一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担 

金補助金、④債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものをいう。 

 Ｃ ＝ ＡまたはＢに充てられた特定財源 

 Ｄ ＝ 元利償還金および準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 

 Ｅ ＝ 標準財政規模 

 

基準財政収入額
財政力指数 ＝  

基準財政需要額
の過去３カ年の平均値 

 

実質公債費比率の推移
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財政力指数の推移

0.617
0.608

0.560

0.505

0.4490.4420.445
0.454

0.465

0.441
0.5160.521

0.497

0.464

0.428
0.4110.4080.4060.405

0.429

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21

（年度）

滋 賀 県

全国平均

（注）  全国平均は、東京都を含む単純平均です。


